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研究要旨 
本研究では、改正健康増進法の全面施行前後での飲食店での受動喫煙防止対策へのインパク

ト評価を行うため、改正健康増進法の全面施行前の基礎調査として、１）飲食店への質問票調

査、２）飲食店民間データベース調査を行った。１）飲食店への質問票調査は、主に小規模飲

食店 6,000 店舗を対象に実施し、776 店舗より有効回答を得た。２）飲食店民間データベース

調査では、主要 3 社の飲食店民間データベースを対象とし、のべ 2,093,459 店舗の情報を収集

した。 

引き続き、経年的に同様の調査を行い、改正健康増進法の飲食店の受動喫煙防止対策へのイ

ンパクト評価を行っていく予定である。 

 

A. 研究目的 

令和２年４月１日より改正健康増進法が全

面施行され、受動喫煙防止対策として飲食店

は「原則屋内全面禁煙（喫煙専用室（喫煙の

み）内でのみ喫煙可）」となる。しかし、加

熱式タバコについては、当分の間の措置とし

て、「原則屋内全面禁煙（喫煙室（飲食等も

可）内でのみ喫煙可）」となることや既存特

定飲食提供施設（個人又は中小企業（資本金

又は出資の総額 5000 万円以下（※一の大規模

会社が発行済株式の総数の二分の一以上を有

する会社である場合は除く））かつ客席面積

100m2以下の飲食店）では、別の法律で定め

る日までの措置として「標識の掲示により喫

煙可」とできることが定められており、加熱

式タバコや既存特定飲食提供施設において、

改正健康増進法により受動喫煙対策がどの程

度推進されるかは定かではない。 

そこで、本研究では改正健康増進法の全面

施行前後での飲食店における受動喫煙対策の

変化を飲食店への質問票調査による質的調査

および飲食店民間データベースに基づく量的

調査により把握することを目的とする。本年

度は改正健康増進法の全面施行前の初期デー

タを収集した。 

 

B．研究方法 
１）飲食店への質問票調査 
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東京都、大阪府、青森県の一部地域におい

て、食品営業許可施設一覧を情報公開請求によ

り取得した。食品営業許可施設一覧と飲食店民

間データベースの店舗情報と比較し、飲食店民

間データベース記載の店舗名・住所が概ね正し

いことを確認した。飲食店民間データベースを

用いて、登録情報（業種、座席数、ジャンルな

ど）より改正健康増進法における既存特定飲食

提供施設に該当することが推測される店舗を選

定した。選定された 6,000 店舗（各都府県

2,000 店舗）に対し、調査票（図１）を郵送に

て配布した（2020 年 2 月初旬）。回答は郵

送、FAX、Web フォームのいずれかにより回

収した（回収期限：2020 年 3 月中旬）。 

調査票（図 1）は、研究代表者、研究分担

者、および研究協力者の協議にて、改正健康

増進法・関連条例における既存特定飲食提供

施設基準、受動喫煙防止対策、飲食店特性の

観点から調査項目を決定し、調査業務実施業

者（株式会社ジック）との編集・調整作業を

経て、作成した。 

 

２）飲食店民間データベース調査 

飲食店民間データベースの主要３社（以

下、G 社、H 社、T 社とする）について、

Web スクレイピングツール（シルクスクリプ

ト社）を使用して、店舗情報の抽出を行った

（2019 年 12 月～2020 年 2 月）。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は、人を対象としないため、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」の適

応外の研究である。個別店舗情報について

は、パスワード設定、セキュリティソフトの

導入など適切なセキュリティ対策を行ったパ

ソコンにて取り扱い、本研究により不利益が

生じないように配慮して実施した。 

 

C．研究結果 
１）飲食店への質問票調査（図２） 

調査票は 879 店舗（回収率：14.7%）から

返送された。店舗所在地、客席面積、屋内客

席喫煙ルールへの回答を得られた 776 店舗

（東京都 252 店舗、大阪府 234 店舗、青森県

290 店舗；有効回答率：12.9%）を集計対象と

した。 

客席面積は 30m2未満が 43.4%（337/776）、

30～100m2未満が 51.5%（400/776）、100m2

以上が 5.0%（39/776）と 100m2未満が 94.9%

であった。 

屋内客席の喫煙ルールとして、全面禁煙が

50.1%（389/776）であった。全面禁煙店舗に

おいて、禁煙エリア・時間帯で加熱式タバコ

を吸える店舗は 22 店舗であった。 

改正健康増進法・条例等施行により屋内の

喫煙ルールを変更する（予定）店舗は 14.7%

（107/726）であり、全面禁煙に変更する店舗

が 89.6%（86/96）であった。変更予定なしの

店舗も加えると、全面禁煙店舗は 59.5%

（455/765）であった。変更後の全面禁煙店舗

において、禁煙エリア・時間帯で加熱式タバ

コを吸える店舗は 18 店舗であった。 

 
２）飲食店民間データベース調査（図３） 

飲食店民間データベースの登録飲食店店舗

数は G 社 508,440 店舗、H 社 756,885 店舗、

T 社 900,142 店舗であった（2019 年 11 月末

現在）。本研究では、G 社 502,320 店舗

（98.8%）、H 社 756,917 店舗（100.0%）、T

社 834,222 店舗（92.7%）を抽出した。喫煙ル

ールに関して、有効なデータが登録されてい

る店舗数はそれぞれ 87,666 店舗（17.5%）、

250,208 店舗（33.1%）、363,503 店舗

（43.6%）であった。 

喫煙ルール登録店舗数は都市部で多い傾向

にあり、また、データベース間の比較可能性
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を高めるため、全面禁煙店舗割合は喫煙ルー

ル未登録を除いて算出した。全面禁煙店舗割

合は、全国で 31.7～41.1%であった。都道府

県別では、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜

県、愛知県、京都府、奈良県、宮崎県、沖縄

県が複数のデータベースで一致して高く、青

森県、秋田県、大阪府、徳島県、愛媛県、高

知県、長崎県、熊本県が複数のデータベース

で一致して低かった。飲食店への質問票調査

の対象とした東京都では 32.4～40.2%、大阪

府では 23.7～30.3%、青森県では 28.2～

38.4%であった。 

 

D．考察 
１）飲食店への質問票調査 

本研究では、飲食店への質問票調査の回収率

が 14.7%と極めて低い結果であった。都道府県

が無作為抽出対象への郵送による調査で実施し

た飲食店における受動喫煙防止対策に関する調

査では、回収率が東京都調査（令和元年 12 月～

令和 2 年 1 月：対象 10,000 店舗）18.4%、大阪

府調査（平成 30 年 9～11 月：対象 10,000 店

舗）12.6%であった。東京都では平成 29 年 7～8

月に 20,000 店舗を対象に郵送調査を実施してい

るが、その時の回収率が 34.5%と令和元年度の 2

倍弱であったことから、改正健康増進法の全体

像が明らかとなった後に回答が得られにくくな

っている可能性がある。これらの点を考慮する

と、本研究における低い回収率は調査方法上の

課題によるものではない可能性が高い。 

本研究では全面禁煙が、調査時点（2020 年 2

～3 月）で 50.1%、2020 年 4 月以降の喫煙ルー

ルでは 59.5%と 9.4%の増加であり、大部分の店

舗が現状維持に留まる結果であった。令和元

年度東京都調査での全面禁煙割合は、調査時

点で 43.6%、2020 年 4 月以降で 68.3%と

14.7%の増加と本調査よりも増加が大きかっ

た。本研究では 100m2未満の小規模飲食店を

中心に調査を行っており、経営者単独が 40%

程度と多く、東京都条例の規制を受けにくい

店舗が多いことによる可能性がある。令和元

年度東京都調査は速報のみであり、全集計結

果が報告されたのちに詳細な比較検討が必要

である。 

 

２）飲食店民間データベース調査 

我が国において、飲食店の喫煙ルールについ

ての悉皆的な調査は行われておらず、飲食店民

間データベースの集計はその代用となると考え

られる。しかし、飲食店民間データベースにお

いても半数以上の登録店舗で喫煙ルールが登録

されておらず、利用データベース、集計方法に

よる集計値のばらつきが大きいことが明らかと

なった。 

禁煙飲食店割合は東京都調査（平成 29 年 7

～8 月：対象 20,000 店舗）では、一般飲食店

で 44.7%、遊興飲食店で 8.9%であり、この調

査結果を用いて、平成 28 年度経済センサス－

活動調査で調査された飲食店 55,574 事業所の

分類別割合により統合すると、29.3%であっ

た。本研究では 32.4～40.2%であり、平成 29

年度東京都調査よりもやや大きな割合となっ

ていた。本研究が東京都調査の 2 年半後に行

われていることから、飲食店における全面禁

煙化が進んだ結果である可能性が考えられ

る。 

また、大阪府調査（平成 30 年 9～11 月：対象

10,000 店舗）では、業種別の禁煙割合が報告さ

れていないが、調査全体として禁煙飲食店割合

（喫煙専用室設置を含む）は 26.7%であった。

本研究では、23.7～30.3%であり、概ね同様の結

果であった。 

 

E．結論 

本研究により、2020 年 4 月の改正健康増進

法の全面施行前の飲食店の受動喫煙防止対策

の状況を確認できた。東京都調査や大阪府調
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査の結果と異なる部分もあり、より詳細な分

析を行う必要がある。 

引き続き、経年的に同様の調査を行い、改

正健康増進法の飲食店の受動喫煙防止対策へ

のインパクト評価を行っていく予定である。 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

該当なし 
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図１．受動喫煙対策の強化に伴う飲食店への影響にかかるアンケート調査票 
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図１．受動喫煙対策の強化に伴う飲食店への影響にかかるアンケート調査票（続き） 
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図２．受動喫煙対策の強化に伴う飲食店への影響にかかるアンケート結果 
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図３．飲食店民間データベースにおける都道府県別禁煙飲食店割合 

 


